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令和７年度 法科大学院入学者選考試験【後期日程】法律科目試験 
出題の趣旨 

 

【憲法】 

（第１問） 
 本問は、最判平 8・3・8 民集 50 巻 3 号 469 頁に基づく事案である。Ａ高専の学生一般に

課せられた履修義務であり、特定の信仰を直接に規制するものではないが、Ｘの信仰の根

幹に反する行為が求められることになり、間接的・結果的に特定の信仰を有する人に対す

る制約になるという場合における、校長の教育的裁量の統制が問題となる。国の法令や学

校の規則の合憲性が問題となっているわけではなく、判例も目的・手段審査は行っていな

い。そのことも踏まえて、Ａ高専が公立学校であることによる政教分離の原則との関係や、

代替措置による義務免除の可能性なども勘案しながら、丁寧な裁量審査を行うことが求め

られよう。 
 
（第２問） 
 本問は、いわゆる長沼ナイキ基地訴訟において発生した「平賀書簡問題」（1969 年）に

基づく事例である。主要な論点は司法権の独立であるが、本問では、当該原理を構成する

「裁判官の独立」と「司法部の独立」という 2 つの要素のうち、前者に含まれる裁判官の

職権行使の独立（憲法 76 条 3 項）が問われている。この裁判官の職権行使の独立は、「単

に、他の指示・命令に拘束されないというだけでなく、事実上、他の機関から裁判につい

て重大な影響を受けないという要請をも含んでいる」とされるが、こうした前提を踏まえ

たうえで、①ＣとＡとの関係性、②書簡の送付時期とＣの意図、③書簡の具体的な内容、

④事実上の影響力の程度等の論点を丁寧に検討し、論じることが求められている。 
 

【刑法】 
（第１問） 
第１問の（１）は、間接正犯における実行の着手時期について、いわゆる利用者説（発

送主義）と被利用者説（到達主義）のいずれに立つことが妥当かを、未遂犯の処罰根拠を

明らかにした上で、間接正犯という関与形態の特殊性を考慮しつつ検討し、本問の事例に

あてはめるものである。その際、自説を根拠づけるとともに、反対説の問題点を具体的に

指摘することが求められている。次に（２）は、（１）で明らかにした実行の着手時期を

前提とした上で、行為者に具体的事実の錯誤のうちの方法の錯誤が生じた場合をいかに解

決するかについて、抽象的法定符合説と具体的法定符合説の対立を説明しつつ、本問の事

例にあてはめるものである。（１）と同様に、反対説を批判しつつ、自説を説得的に展開

することが重要である。（１）及び（２）を通じて、単に学説を並べるのではなく、諸見

解の対立がそもそも何に由来するかを十分に踏まえた上で論述すべきである。 
 

（第２問） 

不動産の二重売買の事案について、X の横領罪の成否が問題となる。とりわけ客体が不

動産であることから、その特徴を踏まえつつ、横領罪の各成立要件の充足を論述できる
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かを問うものである。また、Y の罪責については、横領罪の共犯の成否が問題となる。Y

が背信的悪意者ではないことを踏まえて、その成否が的確に論じられているのかが問わ

れる。 

 
【民法】 

（第１問） 

 第１問は、動産の売買において売主が無権利者であった場合について、権利者（所有者）

と買主（占有者）の法律関係を問う小問(1)と、売主と買主の法律関係を問う小問(2)から

なる出題である。 

小問(1)では，無権利者からは権利を取得できないことが原則であることを前提として，

権利者による所有権に基づく物権的返還請求権と，占有者の即時取得（民法 192条）と盗

品の回復（民法 193条）の関係を論ずることが求められる（民法 194条が適用にならない

事案であることの指摘は加点要素とした）。また，動産から果実が生じていることからそ

の帰属も問題となり，不当利得（民法 703条・704 条）の特則である民法 189条・190条の

適用について論ずることが求められる。 

 小問(2)では、他人物売買における売主の権利移転義務（民法 561条）が履行不能となっ

ている事例であることをふまえて、債務不履行に基づく解除（民法 542 条 1項 1号）とそ

の効果としての原状回復請求（民法 545条）、および、得べかりし利益の損害賠償請求（民

法 415 条・416 条）について論ずることが求められる。 

 
（第２問） 
 第２問は、未成年者の加害行為によって被害者に損害が生じた場合における、責任能力

の意義、および、その未成年者に責任能力がない場合の監督義務者責任（民法 714 条）と、

責任能力がある場合の親権者に固有の不法行為責任（民法 709条）についての基本的な理

解を問う出題である。 
 

【商法】 

 問１は、いわゆる全員出席総会について問うものである。判例によれば、招集権者が招

集していない場合でも、株主全員が開催に同意して出席していれば株主総会決議は有効に

なる。ただし、代理人が出席した場合には、決議が有効になるのは、株主が会議の目的事

項を了知して委任状を作成した等の場合に限られる。 
 問２は、公示は差止の機会を確保するためのものであり、公示がなければ差止ができな

いから、公示の欠缺は原則として新株発行無効事由であるが、差止事由がない場合には無

効とする必要はないという、判例の理解を問うものである。 
 

【民事訴訟法】 

 問１は、不法占有者に対する共有物の返還請求の訴訟共同の必要性の有無を問うもの

である。判例の見解に触れつつ単独訴訟が可能であることについて、適切に論じること

が求められていた。なお、本問は抹消登記請求の事案ではないため、本問の請求は妨害

排除請求ではない。 
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 問２（１）は、「ＹがＸから土地を購入した」というＹの主張の訴訟法上の意味（抗弁

・否認・自白等）を問うものである。ＸからＹへの所有権移転の原因事実は、当該事実の

時点で所有権が原告にあったことを前提として、原告が所有権を喪失する効果を導く抗弁

であることについて、適切に説明することが求められていた。なお、「ＹがＸから土地を

購入した」ことについて本件で問題となるのは、Ｘが所有権を喪失したことであり、Ｙが

所有権を取得したことではない。 
問２（２）は、「ＹがＸから土地を購入した」という事実の主張が既判力によって遮断

されるか、また、既判力によって遮断されないとして、訴訟上の信義則（とりわけ争点効）

によって主張が妨げられ得るか、について解答することが求められていた。なお、既判力

は訴訟物の存否に関する判断に矛盾する主張を遮断するものであるから、本小問に解答す

る上では、確定した判決の訴訟物が何であったかを示すべきである。また、要件が不明確

であるなどとして争点効を否定したにもかかわらず、争点効以上に要件を明確にすること

なく信義則を用いて結論を導くのは適切とはいえない。 
 

【刑事訴訟法】 

 本問では、自白法則と違法収集証拠排除法則にまたがる問題を出題した。まず、①供

述調書の証拠能力については、自白法則に関する代表的な見解を踏まえた上で、いわゆ

る切り違え尋問と呼称される自白採取の態様に対し、自白法則をどのように適用するの

か適切に論じることが求められる。次に、②被害品については、①の供述調書を疎明資

料として発付された捜索差押許可状によって取得されているため、派生的な証拠として

位置づけられる。そこで、違法収集証拠排除法則の適用が問題となるが、これついて自

白法則と違法収集証拠排除法則との関係を踏まえた上で、②被害品の証拠能力の有無に

ついて適切に論じることが求められる。 

 

【行政法】 

本問は、行政処分が無効となる要件等を問うものである。行政処分は、取消訴訟の判

決等によって取り消されるまでは有効であるが、行政処分の瑕疵の程度によっては、取

り消し得るにとどまらず、行政処分が無効となることがある。この点が課税処分につい

て争われた判例として、最判昭和 48 年 4 月 26 日民集 27 巻 3 号 629 頁がある。本問は、

当該判例の事案をベースとして作成したものであり、行政処分の効力についての基本的

理解の程度を確かめることが出題の趣旨である。なお、問題文に明示したとおり、訴訟

要件（訴訟法上の論点）を問うものではない。 
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